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1. 概要 

 現在、全国各地で漁業従事者の高齢化と減少が進行する中、

地方への移住や回帰による新規漁業就業者は次世代の漁業

を担う人材として注目を集めている。世襲的な事業継承の流

れが一般的であった漁業でも、地縁血縁なくして参入し、成

功している事例が見られる。そこで、徳島県、高知県で新規

漁業就業者として就漁している I ターン者を調査した。地方

の漁村において、外部からの新たな移住者は「漁業の担い手

＝地域の担い手」という認識が強く、漁業への意欲だけでな

く、地域貢献の意欲も重要視される。I ターン者は漁業と地

域貢献の両方への意欲を持つことで住民から認められ、地域

に定着しやすくなる。I ターン先駆者が地域の一員として認

められ、移住者に対して肯定的な意識を持つようになると、

2 人目以降が移住・参入しやすくなる。地域組織の生態学的

変化の過程において、I ターン者の地域定着が実現すること

で、新規漁業就業者が初期段階に感じる障壁のうち、人間関

係、資格取得など地域からの信頼が鍵となる障壁の解消につ

ながっている。また、国や自治体が行っている新規漁業就業

者支援制度を合わせて利用することで初期投資への資金援

助や技術習得に関する障壁も解消している。一方で、地域定

着、自治体の支援制度、これら 2 つを実現している場合でも

収入・経営の安定に関する障壁の解消には至っていない。 

2. 背景 

我が国では漁業就業者の人口減少、少子高齢化が進行して

いる。2017 年の漁業就業動向調査では漁業就業者数は 15.3

万人で、2008年の 22.2万人と比較して 31.1％減少している。

農林水産省農林漁業の担い手づくり支援等（令和 2 年 11 月

14 日）によると、平成 30 年度新規漁業就業者は 1943 人で、

うち 15～39歳までの年齢層が 64.8％と若い世代が半数以上

を占めている。

 

図 2-1 我が国の漁業就業者人口（平成 30 年度水産白書、第 2 節若

手漁業者の育成、（2）新規漁業就業者の育成を参考に筆者作成） 

 各都道府県や漁協が都市部で開催される漁業就業支援フ

ェアに参加したり、漁業体験や短期漁業研修を実施したりす

るなど、外部から人材を受け入れるための活動も行われてい

る。しかし、平成 30 年度新規漁業就業者の 1 年後の定着率

は長期漁業研修利用者が約 83％、未利用者が約 75％となっ

ており、1 年で 300 人以上が撤退している。平成 28 年度就

業者の 3 年後定着率は長期漁業研修利用者が約 70％、未利

用者は約 65％となっており、長期研修の有無にかかわらず、

就業から 3 年後には 30％近くの就漁者が定着できていない

という実情がある。そこで新規漁業就業者の増加めざすには

どうすればよいのか。また、定着率の向上を目指すためには

どうすればよいのか疑問に思った。 

3. 研究目的 

本研究は、新規漁業就業者を増やし、定着の向上を図るた

め、新規就漁を妨げている要素・障壁を明らかにし、就労意

思決定に至る要素、構造を解明することを目的とする。 

4. 先行研究  

 坂本（2015）では、高知県のある地域を対象に I ターン者

４名の新規就農の構造を分析しており、I ターン者が定着し、

地域創造に貢献するための条件として、1.基礎技術を学べる

場が存在すること、2.I ターン者の参入に対して地域変化が
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起こること、3.I ターン者が順応性の高さを持ち、ビジネス

的思考を持ち合わせていることが必要であると結論付けた。 

5. 研究方法 

 本研究は、坂本彩(2015)「I ターン者による地域創造の仕

組みの解明」,高知工科大学マネジメント学部学位論文、の

研究方法を参考に研究を進める。まず初めに水産白書や書籍

等を用いて新規漁業就業の際の障壁、課題を洗い出し、その

要因を分析したうえで、現在 I ターン漁業者として移住して

いる方に聞き取り調査を行う。次に I ターン者が地域社会に

定着するまでの経緯を組織論によってモデル化し分析、先行

研究の農業の事例と比較する。次に漁法ごとの特徴をまとめ

る。最後に I ターン者の変化、地域の変化が新規漁業就業時

に感じる障壁の解消と関係するのか分析する。 

・調査対象は徳島県、高知県の沿岸漁業に従事する I ターン

漁業者 5 名 

 本論文での I ターン者の定義は、都市部からの移住者に限

定せず、それまで漁業を生計の軸としていない非漁師の方が、

出身地ではない地域に移住している人とする。 

 聞き取り調査は以下の日程で実施した。 

 ２０１９.  ５．２６ A 氏、B 氏 

 ２０２０. １０． ４ A 氏、B 氏 

 ２０２０. １１．１３ C 氏 

 ２０２０. １２. ２１ D 氏 

 ２０２０.  １. １７ E 氏 

聞き取り調査質問項目 

1.      出身地 

2.      漁業に携わる前の就職先 

3.      漁業への転職理由 

4.      I ターンしてから何年目か 

5.      漁業 I ターンをしようと思った理由 

6.      漁業 I ターンを行うためにしたこと 

7.      移住先を現在の場所に選んだ理由 

8.      研修前と現在でどのような障壁を感じたか、感じてい

るか 

9.      各障壁の強度、順番 

10.   克服できた障壁があれば、どのように克服したか 

11.   現在、具体的にどのように漁業を進めているか 

12.   移住当初の地域からの反応、地域に対して感じたこと 

13.   現在の地域からの反応、地域に対して感じていること 

14.   地域活動、仕事（漁業）で心がけていること 

15.   一人目が入ったことで障壁に感じなかった部分 

16.   I ターンをするときに考えておくべきこと 

17.   新たに漁業を始める際に意識すべきこと 

18.   新規就業者を増やすために必要だと感じること 

19.    これからの目標 

 

6. 結果 

6.1 新規漁業就業者が感じる障壁・課題の要素、その要因 

平成 30 年度水産白書によると新規漁業就業者が就業初期

に抱える課題として以下 7 つが挙げられており、聞き取り調

査にご協力いただいた 5 名からも以下 7 つ以外の課題・障壁

はあげられなかった。 

新規漁業就業者が抱える課題（障壁） 

①初期投資 

②技術習得 

③収入、経営の安定 

④漁業への理解 

⑤生活環境 

⑥人間関係 

⑦漁業権等の資格取得 

まず、新規就業者が抱える課題、これら 7 つの内容と、課

題となる要因を分析していく。 

①初期投資について。初期投資の例としては、漁業を営む

うえで必要な船舶、漁具、陸上用機材、研修中の生活費等が

挙げられる。必要となる資金は漁法により差はあるが、数百

万円から 1 千万円を超えることもある。初期投資は移住・就

業の際にそれを賄える分の貯蓄があれば問題ないが、不足す

る場合には外部からの借入で資金を賄う必要がある。先行き
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が不透明な中、高い初期投資をする場合には多額の借入をし

た状態でスタートしなければならないことが個人の大きな

負担となり、障壁につながっていると考える。 

②技術習得に含まれる技術の例には、漁場探索・漁獲技

術・漁船の操船技術・漁獲物処理等がある。これら技術の習

得が障壁となるのは、これまでの漁業が各漁師の暗黙知的要

素をもとに行われてきた歴史や、技術が収入に直結すること、

初期段階における Iターン者個人での対応が困難であること

が影響している。近年では各自治体において新規漁業研修学

校が開校されており、入校者は画一的に基礎的な技術を学ぶ

場が設けられている。しかし、個人で独立・開業を目指す場

合、漁業学校修了後のベテラン漁師への弟子入り期間におい

ては師事する親方により、習得できる技術に幅がある。親方

となる漁師からすれば、他人と差がつく漁獲の核となる技術

を教示することにより競争相手が増えることが予想される。

親方が持つ技術をすべて教えてもらえない可能性も十分考

えられ、長期間個人で経験を積む必要があることも避けられ

ない。よって、漁業等の経験がない中で参入し、稼ぎになる

だけの技術が身に着けられるのか、その期間が耐えられるの

かという不安が就業の際の大きな障壁となっている。 

③収入・経営の安定について。漁師として生活していくた

めに必要な収入を安定的に得られるかが障壁となっている。

要因としては水産物の漁獲量・消費量が減少傾向にあること、

市場を経由する場合、漁業者自ら価格を決めることができず、

漁業者が安いと感じる価格で販売し、消費者が高いと思う価

格で購入しなければならない構造があるためである。 

 

図 6-1-1 水産物の小売価格に占める各流通経費等の割合（出典：食

品流通段階別価格形成調査（水産物調査）（平成 29 年度）） 

価格について、平成 29 年度食品流通段階別価格形成調査

報告（青果物調査及び水産物調査）によると、水産物の流通

の約５割を占める５つの流通段階（産地卸売業者、産地出荷

業者、卸売業者、仲卸業者及び小売業者）を経由する場合、

小売価格に占める各流通経費等の割合は生産者受け取り価

格割合が 31.6％、流通経費が 68.4％となり、漁業者は小売

価格の 3 割程度の金額しか受け取れていないことがわかる。

天然の水産物を獲る漁業の場合、漁に出るまで見通しが立た

ないことから、収穫量を決められない。自分で価格が決めら

れない等の要因があり、養殖業であっても現在のコロナ禍の

ように出荷先が見つからない、単価の大幅な低下などにより、

収入を安定させることができないという要因から大きな障

壁となっている。 

④漁業への理解について。平成 21 年度農林水産情報交流

ネットワーク事業全国アンケート調査漁業の担い手の確

保・育成に関する意識・意向調査結果における消費者モニタ

ーへの「現在、もしくは将来における漁業構造への希望の有

無」という質問（回答者 1371 名）では回答者の 4.5％が「漁

業者として働いてみたい」と思う一方、81.5％が「漁業者と

して働いてみたいとは思わない」という結果となり消費者の

中では漁業者として働きたいと思わない人が圧倒的多数派

あることがわかる。漁業への魅力やプラスのイメージとして

は自分の頑張り次第で収入を増やすことができる、自分のペ

ースで働くことができる、海や自然、生物と関わることがで

きるといったものがある。一方、労働環境の悪さや、既存の

漁業者・水産業界の考え方、人間関係が閉鎖的等といったマ

イナスのイメージも存在する。漁獲する魚種や漁法、各地域

の風習や文化によって作業内容・時間も大きく変化するため、

個人が実際に漁業を体験しなければ理解、判断できないこと、

一部の負のイメージが業界全体のイメージとして定着して

しまっていることが、漁業就業の妨げになっているといえる。 

⑤生活環境について。ここには移住の際に必要となる住居

探し、日常生活がある程度不自由なく営めるかどうか、自然

災害に対して脆弱といった不安が存在する。漁業が盛んな地

域は漁業生産にとって好条件な離島や半島、リアス海岸に位

置しており、大規模自然災害発生時の被害予想が大きい地域

や、人口減少、高齢化、過疎化の進行が著しい地域も珍しく
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ない。結果、学校・病院・小売店・公共交通機関などの社会

インフラの減少などが予測される。生活に必要な社会資本の

改善のためには、個人対応が困難なものが多いうえに莫大な

金銭負担が必要で、解消には時間を要するため、移住・就業

の際の障壁となると考えられる。 

⑥人間関係について。主に、既存漁業者との関係、地域住

民との関係をうまく築くことができるかということである。

従来多くの漁村では漁師をしている親の元で子が見習いと

して長期間漁に同行・修行し、子が親から独立し孫を乗せて

というように親族間で事業・技術継承が成り立っている。そ

のため外部人材が参入しにくく、技術等を親族以外に継承す

ることに抵抗を感じる漁師も少なくない。移住予定の Iター

ン者はこれまで狭い関係で完結していた環境に、よそ者の状

態で入っていくことに対しての抵抗感や、Iターン先駆者、

もしくは知人等がいなければ一から自分で関係づくりをし

ていかなければならないことが移住・参入に対しての障壁の

要因となっている。 

⑦漁業権等の資格取得について。漁業権とは「一定の水面

において特定の漁業を一定の期間排他的に営む権利」（水産

庁ホームページより）であり、漁法によっては漁業権がなけ

れば操業できないものも存在し、漁業権の取得自体が障壁と

なる。漁業権は各地域の漁業協同組合が管理しており、全国

統一なものではない。漁業権を取得するまでの過程として、

申請者が漁協を通して都道府県に申請、漁協内での審査、海

区委への諮問・答申、免許取得という流れがある。この過程

の中では各漁協が定める条件（操業日数、売り上げ等）を満

たす必要があること、漁協内での審議にかけられるため漁協

に所属する漁師や職員・地域住民からの信頼を得ていること、

申請から取得まで長期間を要することから、これらが資格取

得の障壁の要因となっている。 

6.2 I ターン者への聞き取り調査の結果 

A 氏（I ターン１１年目） 

図 6-2-1 A 氏の移住・就業までの流れ 

 A 氏の I ターン歴は長いが、移住後に漁業就業の意思決定

を行った。移住後すぐから地域活動でお世話になっている後

のわかめ養殖の師匠（F 氏）から、「俺が教えるけん、漁師

にならんか？」とわかめ漁師になることを勧められる。この

時 F 氏が A 氏にわかめ漁師になることを勧めたのには 3 つ

の理由がある。1 つは次年度から徳島県の新規漁業就業者支

援事業が開始予定であり K 漁協が研修生の受け入れ先で、F

氏も師匠となること意思があったため。2 つ目は F 氏のこれ

までの経験から、わかめの価格が近年高水準で推移し、生活

費以上に稼ぐことができると感じていたため。3 つ目はＦ氏

の取引先が事業拡大のためにわかめの仕入れ量の増加を予

定しており、その増加分を賄うために新たな漁師を必要とし

ていたためであるある。師匠となる存在がいたこと、販売先

が確保、収入が一定程度確保できる環境が整っていたことで、

漁業との縁がなかった A 氏でも漁業を始めることが可能と

なっていた。現在はわかめ養殖以外に、閑散期にはかご網漁

を行うなど、他の方法を組み合わせることで１つの漁法に依

存せずに経営を安定させられるよう模索している。 

B 氏（I ターン 5 年目） 

図 6-2-2 B 氏の移住・就業までの過程 
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 A 氏から「東京も飽きたでしょ？徳島に来ない？」と誘わ

れ、建築業を辞めることにも抵抗を感じなかったため移住を

決心した。徳島に移住後、仕事を探そうと考えた際、何とな

く漁業や農業などの第一次産業につきたいと想像していた。

F 氏からの誘いや、自身の幼いころの経験から、漁業を始め

ることを決意する。K 漁協に所属するベテラン漁師は、わか

め養殖の閑散期には小型船底引き網漁や流し網漁、定置網漁

を行っているがこれらを新規始めるために船舶や漁具を新

品でそろえた場合には数千万円から億単位でお金がかかる

ため現在は行う予定はないという。その代わりに閑散期にわ

かめの種苗を作り、全国の産地に販売することで養殖以外に

も収入源を作っている。 

C 氏（I ターン２年目） 

図 6-2-3 C 氏の移住・就業までの過程 

 大学卒業後は小売店に就職し、大学で学んだ水産とは離れ

た業界で働いていた。その際、職場での人間関係や好きなこ

とができないことを苦痛に感じ、今後の人生について考えて

いたところ、知人からの連絡で漁師の道に進むことになる。

「ずっとやりたかったことができる、そう思って短期研修に

参加し、その場で採用決まった。力仕事も得意ですぐ慣れる

と思ったけど現実は全然甘くなかった」と話す。作業は思っ

た以上の厳しさで、専門用語と方言で他の漁師が何を話して

いるのかわからずコミュニケーションがとれない時期も経

験したという。しかし持ち前の明るさや好奇心、自身の希望

が実現できていることから、様々なことを吸収し早く一人前

になろうと日々努力し続けている。 

 

D 氏（I ターン 4 年目） 

図 6-2-4 D 氏の移住・就業までの過程 

 環境として、町の漁業後継者を増やすために地域おこし協

力隊として活動しつつ、現役漁師から漁業技術を学べる制度

があり、新規参入しやすい環境が整えられていた。地域おこ

し協力隊在任中に高知県は魅力的な資源がたくさんあるの

にきちんとアピールできていない、もっと知ってもらえるよ

うに情報発信するべきだと感じ、漁業はもちろん高知全体の

魅力を発信できるようなことをしたいという目標を持って

いる。 

E 氏（I ターン５年目） 

図 6-2-5 E 氏の移住・就業までの過程 

 県の漁業支援制度の１期生として、技術取得のための研修

や資金援助などが受けることができている。移住当初から地

域行事には積極的に参加した。今の地域に移住してからは、

漁業と並行して民泊事業を進めるなど島の魅力を発信した

いという思いで活動している。 

6.3 各 I ターン者が就業前、移住前に感じた障壁と、地域

定着の過程 

 I ターン漁業者が地域に定着するプロセスをウェイクの組

織化プロセスを用いて解明する。この理論は自然淘汰の過程
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になぞらえて生態学的変化、イナクトメント、淘汰、保持の

4 段階からなる組織化モデルである。 

 

（図 6-3- 1 組織化のプロセス、坂本（2016）より引用） 

 生態学的変化、経験の流れの中で変化が生じた際に、イナ

クトメントで変化に対して多義性を提案して削減されたも

のが保持される。この理論では、組織は動的なものであると

定義されていて、保持するデータもプラスにもマイナスにも

変化すると考えられる。 

A 氏 

 

図 6-3- 2 A 氏就業前と現在で感じる障壁の変化 

 A 氏は漁業への就業前に 4 つの障壁を感じ、3 つを感じな

かった。④を感じなかった理由としては漁業研修を受講する

前からわかめ水揚げのアルバイトをしており、自身が就く予

定の仕事内容をある程度把握していたからである。研修まで

の期間で地域での生活にも慣れており、⑤の障壁は感じてい

なかった。また、⑥の障壁を感じなかった理由は、東京在住

時の仕事が営業職だったこともあり、初めて会う人とコミュ

ニケーションをとることに慣れており、移住後新たに関係を

作ることに対して全く抵抗がなかったからである。 

 

 A 氏は K 漁協にとって初の I ターン者である。イナクト面

とでの多義性として若手人材の新規就漁、都市部からの移住、

基幹産業であるわかめ養殖のための枠が後継者不足により

空いていたことがある。淘汰の過程で本業である漁業への姿

勢や、行事への参加により漁業者や地域全体からの信頼を得

て、地域行事の責任者を任されるほど地域の一員として定着

した。移住前と比較し、地域から認められたことで、漁業権

取得の障壁が解消し、初期投資は漁協からの借入と県からの

補助金で解消した。技術取得は現在わかめ養殖以外の漁業に

も挑戦しており、その点で障壁として存在するが、順位は下

がった。地域の変化として地域外から人を受け入れ、A 氏の

漁業と地域両方に対する行動、意思により、I ターン者を肯

定的に捉え、地域住民として認める環境、もともと技術継承

に対して消極的だったベテラン漁師が積極的に行いたいと

思うようになるという変化をもたらし、その環境が保持され

ている。 

B 氏 

 

図 6-3- 3 B 氏就業前と現在で感じる障壁の変化 

B 氏は先に K 地域に移住していた A 氏のもとを何度か訪れ

た経験から、移住先の地域や営む漁業のことを直接知る機会

があり、A 氏より就業前に感じる障壁は少なかった。
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 B 氏は、A 氏が先に移住し、A 氏への信頼から、地域が移

住者に対して肯定的な風土が出来上がった状態での移住と

なった。この状態は、A 氏が K 地域から見てプラスの存在と

なる第一段階に基づいていることが前提となっている。よっ

て K 漁協が B 氏に対しても肯定的で、地域定着が実現して

いる。淘汰の過程で B 氏も A 氏同様、漁業だけでなく地域

活動にも積極的に取り組んでいる姿から、今後は組合への加

入意思がある人を誰でも受け入れるのではなく、漁業と地域

貢献の両方の意思を持った人材を受け入れたいという方針

になり、この方針が I ターン漁業就業者を迎える際の環境と

して保持されている。この時、地域定着と県の支援制度も利

用していたことにより、A 氏と同様に漁協からの借入と県か

らの補助金で初期投資の障壁は解消された。また、②技術習

得に対しても①初期投資と同様の理由から障壁の順位は下

がっている。解消まで至っていない理由としては将来的には

別の事業も考えており、その事業の技術習得に障壁を感じて

いるからである。③収入・経営の安定については現在でも解

消していない。 

C 氏 

 

図 6-3- 4 C 氏移住前と現在で感じる障壁の変化 

 C 氏は漁業をするために高知に移住してきたことから、感

じる障壁は移住前と現在で比較している。⑤は移住前から全

国各地を旅するなど新たな土地に行くことに対して苦痛に

なることはなかったことから感じず、⑦は乗組員として乗船

するということで必須なものではなかったため、障壁として

感じなかった。 

 

C 氏は移住からまだ間もないため、現時点で S 漁協におい

て C 氏の移住で組織の変化は発生していない。しかし、C 氏

が移住する前から組織化されている。この変化は、伝統ある

漁をまずは知ってもらうということから始まった。地域にい

なければ外から来てもらうという考えはマイナスではある

が、新たな考えを持つ人が入ってくる、若者が入ってくると

いったプラスの面もある。多義性の材料として次の担い手を

育成し、伝統的な漁をこれからも存続させていくという目的

意識が存在している。淘汰の過程において、目を引くキャッ

チコピーを使用したパンフレットの作成や漁業に興味を持

つ人が集まるセミナーへの参加、漁師の生活が体験できる短

期研修の実施をしている。このことにより、地域全体が新た

な人材を受け入れるという環境が保持される。結果、マスコ

ミにも取り上げられ、C 氏以外にも複数の新規就業者がいる

ことから、移住・就業しやすい地域へと変化している。移住

前と現在では C 氏が感じる障壁は減少している。理由として、

①は県からの補助金制度を活用していたこと、乗組員という

ことで道具に対する投資が少なく済んだことが解消理由と

なっている。また、⑥の障壁について、S 地域では、C 氏の

自身の行動や、移住前から複数人の移住者がいたこと、それ

に伴う地域住民の移住者に対する慣れにより、解消に至った

と考えられる。②、③は現在就業から時間がたっていないこ



8 

 

とから解消されていない。 

D 氏 

 

図 6-3- 5 D 氏移住前と現在で感じる障壁の変化 

 D 氏は、移住・就業前から１つしか障壁を感じておらず現

在も変化はない。「絶対に漁師になりたいという思いで移住

してきたき、これからどうやって経営していくか以外は障壁

として感じんかった」と話す。 

 

 K 漁協にとって初となる外部からの新規漁業就業者であ

った D 氏は初めから漁師見習いという立場ではなく、地域

おこし協力隊としての移住となった。この変化は漁業が盛ん

な K 地域で水産業を活性化するために始まる。多義性の材

料として次世代の育成、漁師の悪しき風習をなくすという目

的意識、珍しいタイプの就漁がある。淘汰の過程において、

基礎的な技術習得ができること、外部から来た自分を認知し

てもらうために漁業者と積極的にコミュニケーションをと

ることで、漁業者の一員として認知されるとともに、漁業研

修へのスムーズな移行が可能となり、漁業に対して本気度の

高い人を受け入れる環境が保持されている。また、海へのご

みのポイ捨て、資源保護を無視した小型魚の過度な捕獲など

漁師の行動として気になったことや感じたことはしっかり

と話すことで一定数のベテラン漁師の意識改革に成功して

いる。 

E 氏 

 

図 6-3- 6 E 氏移住前と現在に感じる障壁の変化 

 E 氏が就漁したときは県の支援制度が始まり、地域として

も移住者を受け入れ始めた時期であり、県の研修を A 氏・B

氏と同時期に受講している。移住前から、⑤、④の障壁は感

じていない。「漁師になりたいという目標に加えて田舎暮ら

し（島暮らし）をしたいという夢もあったんで、そのための

移住先を探す旅行をするとか、場所に対する制限がなかった

こと、前職が釣り船の従業員で現在行っている漁業に近い業

種で働いていたのが理由かな」と話す。

 

 E 氏が移住する数年前までは移住者を受け入れていなか

ったため都心からの移住者を受け入れることは大きな変化

だといえる。多義性の材料として、若者の就漁、都市部から

の移住者であること、漁師になりたいという強い思いがある。

淘汰の過程ではもともと漁師としての移住を歓迎するムー

ドが存在し、移住後すぐから地域活動への参加や住民からの

頼まれごとにも積極的に応じていたこと、漁業で独立するた

めに仕事への姿勢・意欲から、すぐに地域の一員として認め

られた。その結果⑥、⑦の障壁が解消した。併せて県の制度
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を利用していたこともあり、①の障壁も解消した。 

 

 地域住民として定着した E 氏は一住民として、伝統漁法の

後継者として、島のために何かできないかと考え始める。伝

統漁法を途絶えさせないために、漁の年間計画には必ず伝統

漁法を組み込む期間を設けている。地域としても E 氏に続く

新たな移住者を受け入れた。新型コロナ感染症流行前から地

域を訪れる旅行者のために民泊事業の準備を進行中で、終息

後には漁師がこれまでの経験から培ってきた技術を用いた

ワークショップの開催や、島でとれた特産物を使用した料理

など、地域外の人にこの地域の生活を体験してもらい、地域

の人たちの収入となるような取り組みができないかと考え

ており、地域を引っ張っていく存在へと変化している。また、

E 氏の移住後、新たに漁師としての移住者を受け入れたこと

で、移住者の肯定、漁業の活性化につながっている。若手に

島の伝統漁法を教えることで、世代を超えたコミュニケーシ

ョンがうまれ、島全体の雰囲気も明るくなっている。 

 ここまでの４つの地域、５名の事例では人口減少、高齢化、

過疎化が進行しており、地域への I ターン漁業者は「漁業の

担い手＝地域の担い手」として認識されるため、漁業への意

欲に加えて、地域貢献への意思も持ち合わせる必要がある。

そうすることで、地域定着がしやすくなり、障壁の解消にも

つながっている。また、自治体の支援策を利用することで地

域定着だけではカバーできない部分の解消も可能となる。 

6.4 先行研究農業の事例との比較 

 先行研究より、一人目に参入した移住者が、仕事（農業）

だけでなく、地域活動への積極的な姿勢を見せることで地域

住民に認められるとともに、移住者に対して肯定的な意識を

持つようになり、2 人目以降の受け入れの幅が広がり、移住・

参入がしやすくなっていることが読み取れる。これは徳島県

K 漁協の事例と生態学的変化が似ていることから、農業・漁

業の両方で共通する現象であると考えられる。 

このことから、I ターン者が移住、就業、定着するにあたり、

仕事への姿勢は言うまでもなく、地域活動への参加など地域

貢献への意思があれば成功しやすくなるのではないかと考

え、今回の漁業の事例を確認する。 

 

図 6-3- 7 各個人が地域定着に必要となった条件 

 今回聞き取り調査にご協力いただいた 5 名は全員が地域

定着を果たしており、5 名中 4 名が漁業での関係づくりと地

域との関係づくりの両方を満たして地域に定着しているが、

D 氏のみ、漁業の関係作りのみで地域に定着している（地域

貢献の意思はある）。先行研究の事例でも、地域との関係を

築かずに地域適応できている方はいるが、その事例は I ター

ン先駆者がいた状態であるため、D 氏のように自身が I ター

ン先駆者の立場において仕事のみの関係作りで地域定着が

実現していることとは異なる。このような状態で D 氏が定

着できた理由として漁師になりたいという思いが人一倍強

く行動したこと、地域おこし協力隊の経験から地域住民だけ

でなく、行政からも理解があったこと、地域貢献の意思は持

ちつつ、自身の考えとして意図的に活動していることで現在

のように定着できたと考えられる。しかし、地域おこし協力

隊→漁業研修→漁師という流れは全国的にも珍しい事例で

ある。このような過程を経ずに、I ターン先駆者の立場で移

住初期段階から、漁業での関係作りのみで地域定着の実現を

目指すことは得策とは言えないと考える。 
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6.5 各漁業の特徴 

表 1 わかめ養殖の特徴 

 

 同じ養殖業でも、ブリやタイなどの魚類養殖と比べると初

期投資、作業量、規模ともに小さい。漁業ではあるが、自然

界に生存している生物を獲るのではなく、「人工的」に育て

るという点から、農業的性格もあり、農業と漁業の中間に位

置する。育成中のトラブルによる収穫量の減少、価格変動が

なければ比較的収入が安定することも特徴である。繁忙期が

限られ、閑散期には他の漁業を営むことも可能である。よっ

て自営・独立型の漁業が理想で安定した収入を目指す場合に

は、比較的参入しやすい漁業であると考えられる。 

表 2 一本釣り・延縄漁の特徴 

 

 今回聞き取り調査に御協力いただいた５名が行う漁業の

中で、最もイメージされやすい漁法であるが、成果が個人の

スキルに依存するという特徴がある。これは移住者にとって

獲った分だけ収入になるというメリット、獲れなければ収入

がなく、収入が安定しないというデメリットの両方として捉

えることができ、わかめ養殖・定置網と比較すると、③収入・

経営の安定性は見込めない。水産物の収穫量や魚価の向上と

いった外部の要因だけでなく、兼業で別の漁業を行うなど定

着には工夫が必要だといえる。 

表 3 定置網漁（乗組員）の特徴 

 

 この漁法の場合、乗組員としての就業であれば、就業形態

はサラリーマンに近い。大量に多種多様な魚が水揚げされる

のも特徴である。大規模で人手が必要であることから、人手

不足が深刻化している現在では、乗組員の求人を出している

組合や会社も珍しくない。初期投資が圧倒的に少ないことか

ら、資金面・経験面で見ても数ある漁法の中で参入しやすい

漁法であるといえる。一方、集団での作業が基本となるため、

独立を目指す人には向かないといえる。 

 以上から、沿岸漁業において独立の有無など個人の希望を

反映させない場合、I ターン者が新規参入しやすい漁業は定

置網・大規模養殖業の乗組員＞藻類など小型養殖＞一本釣り

など天然物を獲る漁業であると考える。 

7. 考察 

 結果より、地域定着・県の支援の 2 つの条件を満たした場

合でも、③収入・経営の安定の障壁は解消されていないこと

から、これが I ターン者の新規漁業就業における一番の障壁

であるといえる。よって新規漁業就業者の増加を目指してい

る自治体はこの障壁を解消できる施策を重点的に行う必要

がある。このような状況を解消するために①自治体や漁協が

連携し、荷受け・出荷を集約できる新たな組織を構築するこ

と、②市場に出荷するのは漁協や自治体が許可した漁業者、

業者に制限することで市場の透明性を確保することを提案

する。①では中間過程でかかる流通経費を極力省くことがで

き、漁業者が受け取る収入の増加につながる。②では密猟な

ど不法な漁獲に歯止めがかかり、資源量が維持され、漁業者

の収穫量の向上・安定につながると考える。 
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8. 結論 

 Iターン新規漁業就業者が感じる障壁の解消と地域定着と

のつながりについて以下のことが明らかとなった。 

I ターン者は漁業と地域貢献の両方への意欲を持つことで

住民から認められ、地域に定着しやすくなる。地域組織の生

態学的変化の過程において、I ターン者の地域定着が実現す

ることで、⑥人間関係や⑦資格取得など、移住先の既存漁師

や地域住民からの信頼を必要とする障壁が解消可能となる。

また、I ターン先駆者が地域の一員として認められ定着する

と、地域が移住者に対して肯定的な意識を持つようになり、

2 人目以降が移住・参入しやすくなる。 

①初期投資、②技術取得、⑦資格取得の障壁については県

の支援制度を利用することで、解消が可能となり、現在全国

各地で漁業就業を目指す人に対して地域の実情に即した知

識・技術を学べる研修施設があり、I ターンを希望する人は

誰でも受講可能である。 

 上記のように解消できる障壁がある一方、③収入・経営の

安定の障壁については地域定着、自治体の新規漁業就業者支

援事業の利用、これら 2 つを満たした場合でも解消されなか

ったことから、I ターン新規漁業就業者を増やすには、この

障壁に対して優先的に手を打つ必要がある。 

7 今後の課題 

 今回の研究では、実際に I ターン就漁していたが、事情に

より断念せざるを得なくなった方、地域貢献の意思がなく漁

業だけをしたいという方の事例がなく、その意見を反映させ

ることができなかった。このような事例が複数存在し、その

定着要因が分析できれば、地域貢献の意思の有無にかかわら

ず、漁業をしたいと考える人すべてに対して必要な対策を打

つことが可能となり、漁業就業への道が開かれやすくなるの

ではないかと考える。 

また、５名全員が沿岸漁業に従事しており、陸地から近い範

囲で比較的短時間の操業形態であることから、出港から帰港

まで数か月もしくは一年ほど期間がある沖合漁業、遠洋漁業

では障壁の種類や感じ方についても違いが発生する可能性

も考えられる。 
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